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令和６年度 第１回財務監査（定期） 

 

１ 監査結果［指導事項］に関する報告に基づく措置等の内容 

指 導 事 項 措置等の状況 機関名 

１ 普通財産土地建物の台帳管理について 

 

昨年度、普通財産の土地・建物調にお

いて、今後の方向性、課題などの記載を

所在地別に求めたところ、空白で記載の

無い土地建物が多くあり、指導事項とし

ましたが、今年度は記載されました。こ

のうち土地について追加資料を求めた

ところ、所在地ごとの現況が航空写真で

見える化されており、管理レベルが着実

に向上してきたことを評価します。 

こうした成果を踏まえて、例えば、市

民プラザ・ゆう敷地や道路敷地等は普通

財産から行政財産に変更する等、実態を

反映した「財産に関する調書」となるこ

とを求めます。 

このほか、普通財産土地について土地

調との照合を実施されて、3件について

削除または訂正した結果、5,454.39㎡減

少することとなり、「財産に関する調書」

の普通財産土地決算年度末現在高に反

映されました。正確な台帳整備が進行し

ており、「公有財産管理」のデジタル化

に向けて次のステップに向かわれるこ

とを期待します。 

 

 

現在、普通財産として位置づけられて

いる土地の成り立ちの経過や現状を確

認しつつ、所在地別の財産の状況、課題、

今後の方向性などの整理を進めている

ことから、成果を基に必要に応じ所定の

手続きを進め、「財産に関する調書」が

実態に即した形となるよう引き続き努

めてまいります。 

また、こうした取組みを踏まえつつ、

基礎資料を充実させ、関係部署とも協議

しながら「公有財産管理」のデジタル化

に向け取組んでまいります。 

 

財産活用課 

２ 居住者不在となった市営住宅の後利用促進について 

 

昭和 24年から昭和 49年にかけて建設

され、現在、居住者不在の市営住宅のう

ち、建物解体を経て、後利用が見込める

ものが、所管である住宅政策課の調査結

果によると 4団地 9棟 12戸ありますが、

解体費用が予算化されず、庁内の横断的

な情報交換ができていないことから、後

【住宅政策課】 

令和６年８月に財産活用課と建物解

体について協議したところ、「交通面等

の立地条件が良い団地から、原則として

計画的に順次解体のうえ、後利用を進め

ていく」という結論に至りました。 

 また、令和６年４月から施行している

「上田市普通財産の処分に関する要綱」

 

住宅政策課 

 

財産活用課 
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利用が進んでおりません。 

契約方法の見直しにより、住戸を解体せ

ず、建物を含めた払い下げが可能となっ

たことから、計画的解体と後利用促進に

取り組んでください。 

 

では、建物等の解体費用相当額を限度と

して減額のうえ売却できることから、状

況によっては建物付きでの売却も視野

に進めてまいりたいと考えております。 

 

【財産活用課】 

利活用が進まない「遊休財産」を民間

売却や貸付等に繋げるためには、建物の

解体や不動産鑑定に係る経費、また、関

係者との協議等様々な手続きも必要と

なることなどから、各施設所管課におい

て引き続き保有している財産もござい

ます。 

このため、こうした状況も踏まえつ

つ、更なる利活用の促進に向け、「上田

市普通財産の処分に関する要綱」を整備

し、令和６年４月から施行したところで

す。 

これにより、建物等の解体撤去費用相

当額を限度として減額することができ

るなど、より柔軟な売却処分の実施も可

能となっておりますので、施設所管課と

物件ごとに個別具体的な検討を進め、条

件が整ったものから、計画的に後利用に

繋げることができるよう取組んでまい

ります。 

 

３ 選挙用器具保管庫の建替えと集約化について 

 

選挙用器具保管庫は昭和 27年（築 72

年）に建設され、耐用年数 15年を 57年

超過しています。所管部署によると「老

朽化が進み、雨漏りや地震による倒壊の

恐れがある。」とし、早期の建替が必要

です。  

また、同保管庫の他にも選挙用物品が

保管され、分散しており物品管理や効率

的な事務執行に関し課題があります。 

選挙用物品の適正管理のため早期に

保管庫の建替を行い、その際、保管庫の

 

東庁舎からの事務局移転に伴う保管

庫新設については、令和５年度から検討

を進めています。 

まず、設置場所の検討を行い、市の中

心にあって各投票所へ運搬しやすく、選

管事務局からも近い市役所北駐車場内

を候補地としています。  

今回の指導を受け、選挙物品全体の集

約を合わせて検討してまいりますが、物

品全てを集約するには相当な規模とな

るため、候補地等の制約を考慮しつつ、

 

選挙管理委

員会事務局 
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集約化を検討してください。 

 

保管庫の機能、面積等の検討してまいり

ます。 

 

４ 諸団体事務について 

 

5団体の事務に従事し、それぞれに補

助金・負担金等を支出していますが、こ

のうち新幹線上田駅観光案内所運営委

員会では、令和 5 年度決算状況による

と、上田市からの R5 財政援助額

7,563,000円、令和 6年度への繰越金が

7,706,200 円で繰越比率が 102％と高い

比率となっています。 

当初の予定では案内所の大規模改修

を予定していたため、繰越比率が高くな

ってしまったことは理解できますが、令

和 6 年度にその計画も中止になったと

伺いました。今後は過度な繰越金が生じ

ないよう、予算書作成の段階から事業の

見直し等を行ってください。また、団体

を構成する市町村のあり方や負担割合

の見直しを行う等、運営のあり方自体も

検討してください。 

加えて、観光案内所の対面案内という

強みを生かして、ニーズ調査等の情報収

集を行い、観光振興へ寄与するような取

組となることを期待します。 

 

 

御指摘いただきました当該団体にお

ける過度な繰越金の発生につきまして

は、案内所の大規模改修が中止になった

ことが主な要因となっております。 

上田地域の玄関口である上田駅の観

光案内所は、人件費の安定的な確保が必

要な一方、構成自治体の予算確保につい

て不透明な面が残ることから、案内所の

安定運営のために一定程度の繰越金は

必要となりますが、過度な繰越金額とな

らないよう、事業の見直しと併せ対応し

てまいります。 

また、構成市町村のあり方や負担割合

につきましては、運営委員会設立当初か

ら情勢も変化しているところではあり

ますが、新幹線停車駅としての機能も勘

案する中で、必要に応じて検討してまい

ります。 

引き続き、玄関口の観光案内所として

機能を発揮できるよう、構成市町村と協

議し、その充実を図ってまいります。 

 

 

観光シティ

プロモーシ

ョン課 

５ 鹿教湯温泉宿泊客増加の取組について 

 

監査調書１「諸団体事務への従事状

況」によれば、「鹿教湯温泉 100 年ブラ

ンド創造プロジェクト」（団体名）につ

いて、従事する正規職員（4人）、会計事

務の関与（無）、上田市からの財政援助

額（0 円）、団体の決算状況（0 円）、通

帳保管（無）とされ、前年度も同様です。 

令和 5年度の鹿教湯温泉宿泊客数は、

96,420 人で 20 万人を超えた平成 14 年

 

鹿教湯温泉 100 年ブラントﾞ創造プロ

ジェクト会議は、会議の立ち上げの主旨

として、予算を持たず、それぞれの組織

がしがらみを持たず連携するために結

成された組織であることから、予算は 0

円となっております。立ち上げの主旨か

ら、プロジェクト会議には市からの財政

援助はありません。 

クアハウスかけゆ及び鹿月荘の閉館

 

丸子産業観

光課 



4 

 

以前と比較して、大幅な減少となってい

ます。旅館数も 17軒で 14軒減少してい

ます。公の施設であるクアハウスかけゆ

及び鹿月荘は、今年度閉館予定で、民間

活用を含めた後利用が課題です。 

伝統ある温泉と自然環境を生かし、例

えば鹿教湯病院とホテル・旅館が連携し

た長期滞在型の宿泊プランなどを内外

から募集することや、実行にあたっては

観光協会やまちづくり団体、大学等関係

機関と連携するなど、団体名にふさわし

い長期的視点に立った宿泊客増加の取

組を支援してください。 

 

後は、施設の維持管理をしながら譲渡や

貸付も視野に入れ、利活用について検討

して参ります。 

宿泊客増加に向けた取組ですが、鹿教

湯温泉の誘客事業については、地域おこ

し協力隊を採用し、鹿教湯温泉観光協

会・旅館協同組合と連携したイベント等

の企画運営を行っています。春のウォー

キングイベントでは鹿教湯温泉内の散

歩道をコースに含め、救護班として鹿教

湯病院の看護士に参加いただき、秋のイ

ベントでは花火打ち上げの費用として

協賛金を拠出いただいております。冬の

イベントでは、各旅館の自慢の鍋を提供

し、毎年開催される鹿教湯病院のイベン

トでは、地元の丸子太鼓保存会「鼓城」

が演奏するなど協力体制が築かれてい

ることから、来年度も新規採用を予定し

ている地域おこし協力隊含め、引き続き

観光協会と協議しながら、誘客イベント

を検討してまいります。 

 

６ 施設の環境改善、安全対策に向けた財源確保等について 

 

学校現場の視察を通じて、明らかな危

険個所が随所で見受けられました。 

老朽化した施設において、予算等の制

約から修繕ができない、あるいは改築等

が進まない事例がほとんどですが、特に

学校関係施設は現状に対する予算との

乖離
か い り

が際立っています。児童・生徒の成

長を考えると待ったなしの課題であり、

危険と認識しながら放置することは誰

もが意図していないところです。 

「優先順位をつけて実施する」では一

向に改善が進まない現状を打開するた

めに、積極的な財源確保、有効な制度の

活用等を求めます。 

国は令和 6 年度普通交付税の算定項

目として「こども子育て費」を創設する

【学校教育課】 

財源確保策の一つとして、クラウドフ

ァンディングといった手法も視野に入

れ、他自治体の事例も参照しながら研究

してまいります。 

 

【教育施設整備室】 

限られた予算において限界はござい

ますが、効率よく効果のある営繕を実施

しております。 

但し、予算が不足し学校運営に支障が

生じる事案が発生した場合においては、

予算の補正、予備費の使用など適切な時

期、対応を採ってまいりたいと考えてお

ります。 

併せて、枯渇する市の財政事情も鑑

み、学校教育課とも連携しながら特定財

 

学校教育課 

 

教育施設整

備室 
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などして、地方自治体によるこども子育

て政策の充実を促しています。地方自治

体が実施する子育て関連施設の施設整

備については、子育て施設の機能強化や

環境改善を対象とした「こども・子育て

支援事業債」が新設されました。ただし、

令和 10 年までの時限措置です。機を逃

さず集中的に施策を展開し、子ども子育

て支援の充実を図ってください。 

また、行政だけでなく、学校・学区単

位で地域の協力を得ながらクラウドフ

ァンディング等により特別な基金を設

けるなど財源確保等の検討も必要です。   

総力を挙げて、学校関係施設における

環境改善、安全対策に向けた取組につい

て、早期に検討してください。 

 

源の確保に努めてまいります。 

７ 放課後児童施設の更新等について 

 

平成 6年 4月に開設された神科児童セ

ンターは、令和 4年度の年間利用児童数

が１万人を超え、児童館では市内最大の

利用児童数となっています。 

開設してから 30 年経過し、夏の気温

上昇により日中の遊戯室利用が難しく

なっていることと、施設の外壁劣化によ

る雨漏りが新たな課題と伺いました。空

調機の設置や雨漏り防止措置が実行さ

れるよう対応してください。 

また、学童保育所どんぐりは、神科小

学校敷地内の「どんぐり」と、小学校か

ら国道を挟んだ住宅地に分室「ころこ

ろ」が設置されている状況です。 

分室は学校から離れていること、また

駐車場について借用できる期間が確定

的でないこと等から「どんぐり」との併

設が求められていると伺いました。 

さらに利用希望者が増加傾向である

ことから、分室の統合等を検討してくだ

さい。 

 

神科児童センターにつきまして、夏場

の遊戯室の気温上昇に対応するため、ふ

るさと上田応援基金を活用し、令和 7年

度の夏休み期間中に空調機器を賃借し

保育環境を整える予定です。 

施設の外壁劣化については、同種の施

設状況に応じて、順次修繕等の対応をし

てまいります。 

学童保育所どんぐりにつきましては、

分室の統合等への早急の対応が難しい

ことから、児童の居場所を確保できるよ

う、事務所スペースを移し保育の空間を

広げる対応を行いました。 

 

学校教育課 
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８ 物品の適正な管理について 

 

体育館ステージ横の器具庫を視察し

たところ、備品表示標（指定シール）の

貼付がされていない備品がありました。 

このうち卒業生寄贈品等の使用中の

備品はシールを貼付してください。シー

ルの貼付が無くて使用されていない廃

棄予定の備品は所定の手続を経て処分

してください。 

 

 

御指摘いただきました使用中の卒業

生寄贈品につきましては、備品シールを

貼付しました。 

また、廃棄予定の備品には、廃棄予定

と分かる印をつけて、順次処分をしてま

いります。 

 

神科小学校 

９ 学校施設設備の適正な維持管理と不用物品等の処分等について 

 

現地視察したところ、施設設備の老朽

化・経年劣化が目立ちました。北校舎 3

階会議室は、エアコンが壊れており、冬

はストーブがありますが夏は暑さのた

め、使用できません。同男子トイレは便

器破損、体育館男子トイレはドアの破損

と排管の劣化等による汚臭の発生で使

用面だけでなく環境面でも問題があり

ます。その他にも渡り廊下のすのこ板、

生徒更衣室の壁紙の破損や生徒昇降口

前のタイルの凸凹など、環境面や事故防

止の観点等から、できるところから改善

してください。 

また、不要となった体育マットやスト

ーブなどの物品等の有償処分を進めて

ください。 

なお、評価事項として№3「物品等の適

正な管理について」（報告書 P15)に記載

しましたが、寄贈物品についても同様の

管理が必要です。 

 

【学校教育課】 

御指摘いただきましたストーブにつ

きましては処分を行いました。 

また、体育マットにつきましては、他

の物品との優先順位も考慮しながら、順

次有償処分をしてまいります。 

 

【教育施設整備室】 

第六中学校は昭和 62 年に建設されて

おり築後約 47 年が経過しているため、

老朽の度合も進んでおります。 

御指摘の昇降口前のタイルの凸凹に

つきましては、雨水のたまらない場所が

存しない状態でございましたので、令和

5年度において生徒が歩ける空間を設け

るため、幅約 1.5ｍ程度を歩行できるよ

うに修繕を行っております。 

 対策が十分でないことは承知してお

りますが、他に御指摘を頂いた箇所につ

いても営繕に努めてまいります。 

 

第六中学校 

 

学校教育課 

 

教育施設整

備室 

10 収蔵品の管理等について 

 

市立博物館は収蔵資料 146,740 点と

伺いました。このうち重要度に応じて可

能な範囲で資料とデータを照合し、その

 

国指定重要文化財をはじめとする貴

重な資料につきましては、一点ごとにデ

ータ化を進めており、収蔵庫内における

 

市立博物館 
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結果を職場内で情報共有してください。 

館内に展示中の資料や 2 階の収蔵庫

内は空調設備が無く、保存に適切とはい

えません。収蔵品に対応した空調設備等

館内の内部造作が求められます。その際

は、学びの場であるスペースの確保やバ

リアフリー化も必要です。 

また、2階の収蔵庫内は収蔵品が積み

重なっている状態で限界です。ほかの収

蔵庫へ移す等、収蔵場所の確保に努める

とともに、資料の整理整頓を行ってくだ

さい。収蔵品のうち民族資料については

街中で観覧に供する等工夫されること

も期待します。令和 5年度の観覧者数は

66,491 人と多くの方々が観覧されてい

ることからも優先して取り組む必要が

あります。 

 

資料の定位置についてもデータ内に記

録し、実物資料とデータがリンクする内

容を職員間で共有できるよう登録作業

を引き続き進めます。 

 また、築 60 年を経過し、老朽化が著

しい施設であることから、空調設備や学

びスペースの確保、バリアフリー化、さ

らには、資料で飽和状態となった収蔵庫

の正常化といった施設内部の造作につ

いても喫緊の課題であるため、関係部局

と連携しながら、建替えも視野に入れた

計画的な検討をしてまいります。 

なお、現状の収蔵庫のスペースを確保

すべく、資料の適切な管理と整理整頓に

取り組みます。 

11 学校施設・設備の適正な維持管理について 

 

建物の老朽化等に伴い、以下の項目が

確認されました。 

 

・雨漏り及び雨漏りによる廊下の滑り 

・昇降口、玄関等に雨水が溜まる 

・積年の詰まりによる雨どいの機能不全 

・廊下の亀裂による床面の盛り上がり 

・トイレの洋式化の遅れ（児童数に対し

て洋式トイレが足りていない） 

・理科室に空調機がない 

・小プール床面塗装の剥がれによるケ

ガの危険性 等 

 

児童が安心できる学習環境の確保、事

故防止等の視点から早急に修繕等の対

応を行ってください。 

同様の問題に頭を抱えている学校が

多くあります。計画的かつ効率的な修繕

が行えるよう「総合管理業務委託」等の

手法も検討してください。 

【学校教育課】 

総合管理業務委託は、専門的なノウハ

ウや長期的な視点を導入することで、校

舎の計画的かつ効率的な修繕に対して

有効な手法と評価されています。 

 行政管理課においても、市有施設の総

合管理業務について検討されているこ

とから、費用対効果等も踏まえ研究して

まいります。 

 

【教育施設整備室】 

老朽化等により御指摘頂いた項目に

つきまして、二つ目の・においては、本

年度に排水設備を整備いたします。 

また、トイレの洋式化工事でございま

すが国の補助金を頂く中で、洋式化率の

低い小学校から中学校へと順次、整備し

ていく計画としております。 

続きまして理科室のエアコン設置に

つきましては、理科室と家庭科室に令和

7年度より、トイレ同様に小学校から中

 

神科小学校 

 

学校教育課 

 

教育施設整

備室 
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（※添付写真省略。報告書参照） 

 

学校へと整備してまいります。 

他に御指摘を頂いた営繕箇所につき

ましても、全学校施設に対して児童が安

心できる学習環境の確保、事故防止等の

視点から早急に対応できるよう努力し

てまいります。 

 

12 会計伝票処理における不備率軽減の取組について 

 

令和 5 年度の支払命令書について、

「不備率が 10％を超え、かつ不備数が 5

件以上」の課等の組織は、定例監査等基

本調書（調書 9）のリスク評価シートに

記載してチェックシートを活用する等、

不備率軽減の取組を行ってください。

（参照：報告書 P12 検討事項：№1「会

計伝票処理の電子化について」） 

 

対象は、次の 8組織です。 

危機管理防災課、収納管理課、農地整

備課、上田市立美術館、住宅政策課、豊

殿地域自治センター、丸子地域教育事務

所、武石地域教育事務所 

 

【危機管理防災課】 

 執務の適正化に向けて、会計事務処理

マニュアルを十分に理解し、あわせてチ

ェックシートを活用し会計事務を遂行

するよう課内で周知徹底を図るととも

に、決裁権者においても不備事項の有無

について十分な確認を行い、不備率の軽

減に努めました。 

 

【収納管理課】 

収納管理課では、業務によっては各担

当が支払命令書の起案を行っているた

め、各自が改めて起案時における留意点

をマニュアル等で確認するよう課内へ

の周知を行うとともに、決裁権者におい

て起案内容を再度確認のうえ決裁する

ことについて徹底を図りました。 

 

【農地整備課】 

 複数人によるチェック体制の確立と

ともに、職員の意識を高めるよう課内会

議、係会議等で周知を図っております。 

 

【上田市立美術館】 

指導に沿い、定期監査等基本調書のリ

スク評価シートに記載、会計事務処理マ

ニュアルにある各種チェックシートを

活用して、不備伝票の縮減に努めてまい

ります。 

 

【住宅政策課】 

チェックリストを活用し、不備率の軽

 

左記、８機

関 
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減を図ってまいります。 

 

【豊殿地域自治センター】 

指導に沿い、定期監査等基本調書のリス

ク評価シートに記載、会計事務処理マニ

ュアルにある各種チェックシートを活

用して、不備伝票の縮減に努めてまいり

ます。 

 

【丸子地域教育事務所】 

【武石地域教育事務所】  

指導に沿い、定期監査等基本調書のリ

スク評価シートに記載します。 

また、会計事務処理マニュアルにある各種

チェックシートを活用して、不備伝票の縮

減に努めます。 
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【監査の結果（検討事項）に関する報告に基づく措置等の内容】 

検 討 事 項 措置等の状況 機関名 

１ 会計伝票処理の電子化について 

 

令和 5年度の支払命令書について、請

求書の記載漏れや日付の記入誤り、押印

漏れ等の不備が、5 月は 5.2％、9 月は

4.0％、1月が 2.8％で、3か月の支払件

数 13,317 件のうち不備数が 525 件で

3.9％の不備率となっています。 

不備率が 10％を超え、かつ不備数が 5

件以上の組織（報告書 P11 指導事項：№

12に記載した 8組織）を対象に、リスク

評価シートに記載してチェックシート

を活用する等、不備率軽減の取組を行う

指導をされたい。 

特に、5年間の不備率比較では減少傾

向が見られるものの、例年 5月は 5％前

後の不備が発生しており、会計事務担当

者の交代時に発生リスクが高いことか

ら、上記の防止取組等を徹底されたい。 

不備数を年間に換算すると 2,000 件

以上が推定され、担当課に伝票を返戻

し、修正後に処理するタイムロスは膨大

です。組織内での内部統制の継続的改善

を実行することで、ICT統制としての会

計伝票処理の電子化が容易となり、統制

機能を付加することで、見落としや確認

ミスなどの人為的ミスが解消され、タイ

ムロスが大幅に改善されることから、導

入を検討してください。 

 

 

不備率については、全庁的な課題であ

ることから、集計月である５月・９月・

１月を不備数削減の強化月間と位置づ

け、会計課で作成している「会計事務マ

ニュアル」の「伝票作成のポイント」を

活用し、提出前に確認してもらえるよ

う、各月（５月・９月・１月）の初めに

掲示板等で周知・徹底します。 

会計伝票処理の電子化は、市役所内部

の事務の効率化、適正化に資するだけで

なく、債権者である民間事業者等を巻き

込んだ電子請求等も併せて進めること

が必要であり、債権者側の事務の迅速

化、効率化、郵送費などの経費の節減な

ど市民益の向上にも繋がることから、市

全体（民間も含めた）での取り組みをす

べきと考えますので、導入に向けて検討

します。 

 

会計課 

２ システムを活用した収蔵品の管理について 

 

上田市立美術館は平成 26年 10月の開

館以来、「人にやさしい夢と未来を紡ぐ

創造都市うえだ」の実現を基本理念とし

て子どもアトリエなどの育成事業や交

流事業等を展開しています。現在、収蔵

 

 

 

 

 

 

 

市立美術館 
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品の管理は書類や個別の電子データに

依っていますが、次のとおり、多様な課

題を抱えています。 

⑴ 一元的に管理できるシステムの

導入について 

資料のデジタル・アーカイブ化及

びシステムを介した各博物館の連

携強化等の事業推進にとって必要

であり、開館時 5,810点であった収

蔵品が現在 6,897点と 1,087点増加

していることからもシステム導入

は急務といえます。 

⑵ 収蔵品の管理・照合について 

美術品は市民の尊い財産であり、

毎年度に台帳との照合が必要です

が実施されていません。システム化

が遅れ、バーコード読み取り等迅速

に照合できない現状では、無理であ

ることは理解できます。現在、入退

室管理を厳格に実施されているこ

とから容認できますが、システムの

導入に併せて検討してください。 

⑶ 固定資産台帳との連携について 

令和 4 年度上田市の財務書類に 

よれば美術品は 300万円以上のもの

を資産計上しています。しかし、補

助簿である固定資産台帳には取得

価額が1円の美術品が数点計上され

ています。財政課に削除を要請して

ください。 

 

 

 

 

⑴ 指導に沿い、システム導入に向けた

具体的なロードマップを検討すると

ともに、補助金などの活用を含め、予

算の確保に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

⑵ システムの導入に際しては、バーコ

ードによる読み取り等も含めて、作品

の状態を損なうことなく、容易に台帳

との照合が可能な方法を検討してま

いります。 

 

 

 

 

 

⑶ 指導に沿い、財政課と協議し対応し

てまいります。 

３ 土地利用の推進と管理について 

 

昨年度、市の土地利用を総合的に検

討、調整し、土地利用の推進を図ること

を目的とした「土地利用検討会議」が再

開され、庁内横断的に利活用方針を協議

する場が設けられましたが、中長期視点

に立った土地利用推進政策や普通財産

土地の効果的・効率的管理に向け、一層

【財産活用課】 

【政策企画課】 

現在、物件ごとに財産の状況、課題、

今後の方向性などの整理を進めている

ことから、こうした取組みを踏まえつ

つ、基礎資料を充実させ、関係部署とも

協議しながら「公有財産管理」のデジタ

ル化に向け取組んでまいります。 

 

財産活用課 

 

政策企画課 
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の推進が求められます。監査の過程で把

握した主な課題は以下のとおりです。 

① 合併以来、丸子・真田・武石地域自

治センター所管の普通財産土地につ

いて統一されていないこと。 

② 菅平の観光資源として活用されて

いる広大な普通財産土地の維持管理

や利活用について財産活用課が担当

しており、真田地域自治センター等の

関与が求められること。 

③ 居住者不在となった市営住宅の解

体を含めた後利用の推進が進んでい

ないこと。 

④ 使用されなくなった普通財産建物

敷地のため、利用が停滞している土地

が存在すること。 

⑤ 土地開発公社や土地開発基金の長

期保有土地を含めた一元管理と利用

推進が求められること。 

これまでも、関係課を交えた物件ごと

の個別具体的な検討や土地の一元化に

向けた取組が進められているところで

すが、こうした課題に更に対応するた

め、「公有財産管理」のデジタル化を推

進することと同時に、利用推進を担う部

署の設置と利用を希望する市民や事業

者を巻き込んだ広報・現地案内、提案制

度等の検討を求めます。 

 

 また、当市における公共施設の多く

は、老朽化が進んでいることから、建物

を解体のうえ、敷地は売却といった対応

が多く見込まれる状況ですが、引き続き

活用が期待できる施設の場合には、単に

建物解体を伴う処分を前提とした後利

用とせず、民間事業者等からの提案も含

めた、より「幅広い視野」を持って利活

用の方向性を検討することが必要と捉

えております。 

 このため、市が保有する土地や公共施

設等の利活用を目的とした民間事業者

等からの提案を受け付けて事業化する

「民間事業者提案制度」といった新たな

仕組みづくりや、利用推進の役割を担う

部署の設置につきましては、施設所管課

や人事・組織担当課をはじめとする関係

部署と連携を図りつつ、その内容が当市

に見合ったものとなるよう、先進事例な

どの調査研究を行いながら検討してま

いります。 

４ 校舎の改築について 

 

神科小学校の中校舎及び南校舎は昭

和 43年と翌年に建設されて 56年余経過

し、耐用年数 47 年に対して償却済みと

なっています。北校舎は昭和 53 年に建

設されて 46 年経過し、2 年で耐用年数

を迎えます。 

先に、維持管理を前提とした、№11「学

校施設・設備の適正な維持管理につい

て」（報告書 P10・11）指導事項としまし

【学校教育課】 

従来の予算だけでは賄いきれない校

舎の改築費用を補完し、より良い教育環

境の整備を目指すためにも、篤志寄付や

学校債といった多角的な資金調達方法

についても研究してまいります。 

 

【教育施設整備室】 

学校施設の老朽化については、学校要

望のほか、施設や予算の状況などを踏ま

 

神科小学校 

 

学校教育課 

 

教育施設整

備室 
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たが、児童・教職員に対する老朽化の激

しい施設環境の現状や営繕要望箇所の

先送りを考慮すると改築が必要です。 

上田市学校施設長寿命化計画（令和 3

年 3月策定）によると、劣化状況評価は

健全度 100点満点に対し、中・南校舎が

24点で外壁・電気機械設備が ABCD評価

の D評価となっています。長寿命化の実

施計画によると、優先度の高いものから

順次実施するとしており、具体的な改築

年度が示されないことから事実上先送

りとなっています。 

現状を広く広報して篤志寄付や学校

債等の改築資金のあり方を含め、早期の

検討を求めます。 

 

え、営繕などでの対応を行っており、今

後も、引き続き対応してまいります。 

また、大規模な改築等が必要な施設に

ついては、令和 3年 3月に策定した「上

田市学校施設長命化計画」を基に学校施

設整備の計画をし、現在は、第五中学校

の改築事業を実施しております。 

しかしながら、学校施設の大規模改築

には非常に時間を要することや、公共施

設は学校だけでなく、改築等には多額の

予算が必要となり、このための財源確保

が困難であり、計画通りに進んでいない

のが現状であります。 

財源につきましては、学校教育課とと

もに篤志寄付や学校債などの資金調達

方法を検討していき、学校全体の具体的

な整備計画につきましては、少子化に伴

う児童・生徒数の減少による集約やコン

パクト化を図ることでの事業費の削減

はもとより、施設の保有状況のあり方や

学校施設の統廃合を含めた適正な配置

など、総合的な検討を行いながら進めて

まいりたいと考えております。 

 

 

※本文中、赤字は追記。「報告書」は「令和６年度財務監査（定期）結果報告書（第１回）」のこと。 

 

上田市監査委員事務局 


